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『就職が困難な方を雇い入れた場合の支援策を知りたい』 
 

特定求職者雇用開発助成金 
 

  せさ                                 

                                   

                                   

対象となる方 

（特定就職困難者雇用開発助成金） 
60歳以上65歳未満の高齢者、障害者等特に就職が困難な方を、公共職業安定

所等の紹介により継続して雇用する労働者として雇い入れた事業主は、助成を受ける

ことができます。 
（高年齢者雇用開発特別奨励金） 

雇入れ日の満年齢が65歳以上の離職者を公共職業安定所等の紹介により一週間

の所定労働時間が20時間以上の労働者として1年以上継続して雇用する労働者とし

て雇い入れた事業主は、助成を受けることができます。 
 

支援内容 

対象労動者別の支給額は次の表のとおり。助成対象期間を6か月ごとに区分した期間を支

給対象期（第1期、第2期、第3期、第4期、第5期、第6期）といい、支給対象期に分けて支給します。 

 

（１）特定就職困難者雇用開発助成金         （２）高年齢者雇用開発特別奨励金   
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 

 

 
ご利用方法  

支給対象期が経過するごとに、その後2ヶ月（支給申請期間）以内に支給申請書を

管轄都道府県労働局長に提出してください。なお、管轄労働局長の指揮監督する

ハローワークを経由して提出できる場合があります。詳細については、最寄りの

ハローワーク又は都道府県労働局へお問い合わせ下さい。 

対象労働者（一般被保険者） 

支給額 助成対象期間 

中小 

企業 

以外 

中小 

企業 

中小 

企業 

以外 

中小 

企業 

短時間

労働者

以外 

①高年齢者（60 歳以上 65 歳未

満）、母子家庭の母等 
５０万円 ６０万円 １年 １年 

②重度障害者等を除く身体・知的

障害者 
５０万円 

１２０万

円 
1 年 ２年 

③重度障害者等 
１００万

円 

２４０万

円 

１年６か

月 
３年 

短時間

労働者

※ 

④高年齢者（60 歳以上 65 歳未

満）、母子家庭の母等 
３０万円 ４０万円 １年 １年 

⑤身体・知的・精神障害者 ３０万円 ８０万円 １年 ２年 

高年齢者や障害者などの就職が困難な方を公共職業安定所等の紹介により、継続して

雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成する制度があります。 

対象労働者 

支給額 

助成対象 

期間 
中小企業 

以外 
 中小企業 

短時間労働者以外の者 ６０万円 ７０万円 １年 

短時間労働者※ ４０万円 ５０万円 １年 

 

お問い合わせ先 
公共職業安定所（ハローワーク）又は都道府県労働局 

URL（ハローワーク）: http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html 
URL（労働局）: http://www.mhlw.go.jp/general/sosiki/chihou/ 

（※）週当たりの所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者 

（注）（２）は、平成 28 年 4 月 1 日以降に雇い入れられた対象

労働者に適用される支給額を記載。 

（※）週当たりの所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者 
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